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給費の支給を受けることができなかった司法修習生が被った不平等・不公平の

是正措置を求める会長声明 

1. 司法修習生に対する給費制は、日本国憲法下で新たな司法修習制度が開始

された昭和２２年当初から実施された。この給費制は、司法制度の最終的な受

益者は、その利用者たる国民であることから、「国には司法制度を担う人的イ

ンフラである法曹について、公費をもって養成する責務がある」という考え方

に基づくものである。  

2. ところが、この給費制は、平成２３年、司法修習生の大幅な増加、司法制

度改革を実現するための財政負担等の理由により廃止され、新第６５期以降の

司法修習生が給費の支給を受けることができなくなった。これに対し、当会は、

国の責務の放棄に他ならないとし、日本弁護士連合会（日弁連）、全国の弁護

士会とともに、給費制の復活に向けて活動を展開してきた。  

3. その結果、平成２９年４月１９日、改正裁判所法が成立し、第７１期以降

の司法修習生に対して一律に修習給付金が支給されることとなった。この法改

正は、当会や日弁連、全国の弁護士会が求めてきた司法修習生に対する経済的

支援を一部実現するものであるが、金額が従前の水準に達しておらず、かつ、

安心して修習に専念できる十分な内容とはいえないため、さらなる検討や改善

が必要である。  

4. それ以上に問題なのは、この改正裁判所法が、無給での司法修習を強いら

れた新第６５期から第７０期までの司法修習修了者合計約１万１０００人に

は遡及適用されなかった点である。この期間の司法修習生は、制度の狭間で給

費の支給を受けることができなかったという意味で「谷間世代」と呼ばれてい

るが、この「谷間世代」も、前後の世代と同様、修習専念義務を課され、司法

制度の担い手として必要な能力・素養を習得してきた。司法修習で築いた基礎

をもとに実務に就き、現在、国の三権の一翼を担う司法制度及び国民の基本的

人権の擁護に不可欠な存在として活動しており、司法を支える重要な担い手と

なっている。しかも、「谷間世代」の法曹は、全法曹（約４万３０００人）の

約４分の１を占めるに至っている。この「谷間世代」に対しても、前述した国

の責務が存在することは、何ら変わることはない。改正裁判所法の法案審議の
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過程において、与野党を問わず、国会議員から「谷間世代」の救済の必要性が

訴えられていたにもかかわらず、誠に遺憾なことに、何らの具体的な救済策が

講じられていないのが現状である。かかる不平等・不公平は決して許容される

ものではない。  

5. 「谷間世代」の司法修習生には、給費に代わって、国から金銭の貸与がな

されてきた。これらの司法修習生の多くは貸与金を借り入れて生活をせざるを

得なかったところ、最も早い新第６５期司法修習修了者の貸与金返還開始日が

平成３０年７月２５日に迫っている。返還が一部でも開始されてしまうと、不

平等・不公平の是正に関する具体的方策の検討が複雑となり、制度設計が著し

く困難になるため、是正は喫緊の課題である。  

6. また、「谷間世代」の弁護士の中には、「貸与金の返済負担がなくなれば、

弁護団活動や会務活動に注力することができる」旨の意見を持つ者や、「貸与

金の返済が結婚等の今後のライフプランに影響を与える」との懸念を表明する

者も多数存在している。「谷間世代」の法曹が、それぞれの生活基盤を整えて

その能力をいかんなく発揮し、より幅広い分野で国民の権利擁護のために活躍

する環境を整備するためには、貸与金の返還という経済的負担から解放するこ

とが必要不可欠である。  

7. そこで、当会は、国及び関係機関に対し、改正裁判所法の遡及適用を行う

などの「谷間世代」の不平等・不公平を是正するための方策を速やかに講じる

ことを求める。また、その暫定措置として、前記貸与金返還開始日を、上記是

正策が講じられるまでの間、延期する措置を実施することを求める。 

  

２０１８年（平成３０年）６月１３日 

群馬弁護士会 

会長 佐々木 弘道  

 


